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導入ポイント
❶ GIGAスクール構想前倒しと併せ、教職員のテレワーク環境も整備
❷ 確実性、安全性と共に教職員の利便性にも配慮
❸ 新システム環境での新たな学びと働き方のアイデア創出に期待

瀬戸内市教育委員会 様

瀬戸内市は岡山県の南東部に位置する人口3万7千人の風光明媚な地方都
市。「子どもが楽しく学び成長を実感できるまち」を目標に掲げ、道徳、外国語、
プログラミングなどのICT教育や体験型授業など、ユニークな各施策の充実を
図ってきた。2020年4月、新型コロナウイルス感染症の拡大により全国の学校
で休業措置が実施される中、1人1台端末の整備を、4ヵ年かけて実施予定で
あったGIGAスクール構想を今年度中に実施するよう通達があったことから、急

遽前倒しする事となった。
もともと今年度中に実施予
定だった校内LAN整備と、
かねてから懸案であった教
職員の働き方改革を推進
すべく、ソリトンシステムズの
セキュリティソリューション

を導入した。
瀬戸内市教育委員会 総務学務課 総括主幹の木村正徳氏は、これまでの経
緯を次のように語る。
「瀬戸内市では1人1台端末整備については慎重な姿勢でした。教育効果や費用
対効果の観点でのエビデンスも明確でないこともあり、予算化への検討を慎重に

続けていました。これまで当市では、設備よりも学習の中身をいかに充実させる
かという面に力点を置いて活動してきました。市内の学校に独自の助成を行い
『瀬戸内市次世代型教育事業』として道徳教育、外国語、ICT活用、現在で
は保幼小の連携や長欠不登校に対する各校園における研究を支援したり、複数
の子どもたちによる協同学習に軸足を置いてきました。しかし、学校休業という
緊急時において、ICT活用により全ての子どもたちの学びを保障できる環境を
早急に実現することが必要となり、急ぎ検討を進めました。」

木村氏と共にこのプロジェ
クトを推進した瀬戸内市教
育委員会 総務学務課 主
事 堀田瑠留氏も「当初計
画から大きく前倒しにな
り、市長部局など関係各
署との予算調整などに追

われました。」と、その苦労を語る。
さらに瀬戸内市は、この機会に懸案であった教職員の働き方改革に対する整
備も同時に検討する。その理由を「働き方改革が叫ばれる以前から、介護や
育児、遠距離通勤などと仕事の両立に苦労している先生方に対して、一般の企
業のように場所に縛られずに業務できる環境を提供したい、という思いがずっと
ありました。これまでも事務作業の効率化などさまざまな取り組みを行って来ま
したが、学校でしか業務できない点は解消できずにいたのです。今回のシステム
導入にあたり、テレワークの実現はもう一つの大きなテーマでした。」と話す。

瀬戸内市ではさまざまな提案を受けた中から、ソリトンシステムズのソリューショ
ンを選択。GIGAスクール向け校内LANの整備としてはオールインワン認証アプラ
イアンスの「NetAttest EPS」（電子証明書）、DHCP/DNSサーバ「NetAttest 
D3」（DHCP払い出し）、教職員のテレワーク環境として画面転送方式「Soliton 
SecureDesktop」、ICT環境整備ではファイル受け渡し専用アプライアンス
「FileZen」、端末の二要素（顔）認証ソフトウェア「SmartOn ID」、さらにイン
ターネット分離として「Soliton SecureBrowser/Soliton SecureGateway」を
採用した。
瀬戸内市教育委員会がソリトンを選定した理由について「これなら、GIGA
スクールに向けたネットワーク環境整備とテレワーク環境整備が実現すると
いう確実性が決め手でした。デモを見て、分離環境でも遠隔からでも機微
なデータを持ち出しせずに円滑に操作する事ができ、端末の安全を保つ顔
認証、さらに同じ岡山県内の教育委員会での導入実績など、ソリトンはすべ
てが揃っていました。」と話す。
中でも特にこだわったのが操作性です、と木村氏は次のように話す。
「あくまでもICTは一人ひとりの子どもに向き合う時間を確保し、効果的な
教育活動を行うためのもの。我々は三層分離環境でのファイルのやり取り
の面倒さを経験していますので、先生方には少しでも扱いやすく、業務効
率化につながるものを、と考えました。テレワーク用のパソコン端末に顔認
証を採用し、認証サーバーを各学校への個別配置ではなく、センター集約
構成にしたのも、先生方に余計な負荷をかけることなく業務を効率化し、教
育活動に専念してもらいたいという思いからです。」
同市では教職員用に校務系と指導用のパソコン端末も整備。テレワーク

のシステム導入は改めて、情報セキュリティへの意識改革につながると木村
氏は期待する。

所在地：岡山県瀬戸内市牛窓町牛窓4911     

URL：http://www.city.setouchi.lg.jp/

GIGAスクール1人1台端末基盤と、
教職員の働き方改革のためのテレワーク環境整備を実現

学校数：12校(2020年7月現在)

教職員数：約380人(2020年7月現在)

「これまでデータ持ち出しに活用してきたUSBメモリよりも、パスワードと顔の
二要素認証のパソコン端末の方が安全性を担保できますし、先生方がテレワーク
環境でデジタルデータ持ち出しにおける承認プロセス、ICTによる制御などを経験
することで、これまで日々の業務の中で行われて来た機微なデータの取り扱い
への意識も、さらに高まると期待しています。」

2020年9月から新システム環境の実運用が開始される瀬戸内市では、効果を
見ながら現在は限定しているリモートからの利用者数を拡大していくことも今後
検討していきたいとのこと。木村氏は「もちろん学校内で仕事が完了することが
基本ですが、先に述べた育児や介護などの事情がある先生方が学校の外でも業務
できることで、現場発で新しい働き方へのアイデアや教育への取り組みが生まれ
て、それを瀬戸内市から他の市町に発信していければ。」と期待する。また、今回
のシステムは市役所職員の働き方改革における期待からも注目されているとの
ことだ。
最後に、いま教育現場に求められる環境整備のあり方と、ソリトンへの期待を

こう語った。
「安定した運用とは単にシステムの安定稼働だけではなく、先生方を含めて皆が
安定して教育に活用できること。ネットワーク強靭化とGIGAスクール構想の
実現は、場合によってはごっちゃに考えがちですが、新しい環境で新しい学びを
生み出すという本来の目的を見失わず、それぞれを整理して捉えることが重要だ
と考えます。学びと働き方の両方がこれまでになく大きく変化する中で、ソリトン
はこちらのニーズを真摯に捉えて、定期的に訪問を重ねて丁寧に仕事してい
ただけました。常に教育について真剣に考えてくれていることが伝わりました
し、システムだけでなく、人として任せられる、一緒に歩いて行けると感じて
います。これからも新しい学びの共創に、期待しています。」

瀬戸内市は岡山県の南東部に位置する人口3万7千人の
風光明媚な地方都市。2004年に牛窓町、邑久町、長船町
が合併して誕生した。県庁所在地である岡山市の東隣でア
クセスも良くベッドタウンとして発展するほか、南部・東部
は瀬戸内海に面し「日本のエーゲ海」と謳われる。教育に
おいては「子どもが楽しく学び成長を実感できるまち」を
掲げ、知・徳・体を育てる独自の取り組みを進めている。

国からのGIGAスクール構想前倒し要請を受け
教職員のテレワーク環境整備も同時に検討

瀬戸内市教育委員会 
総務学務課 
総括主幹

木村 正徳 氏

瀬戸内市教育委員会
総務学務課
主事 

堀田 瑠留 氏
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瀬戸内市教育委員会 様

瀬戸内市は岡山県の南東部に位置する人口3万7千人の風光明媚な地方都
市。「子どもが楽しく学び成長を実感できるまち」を目標に掲げ、道徳、外国語、
プログラミングなどのICT教育や体験型授業など、ユニークな各施策の充実を
図ってきた。2020年4月、新型コロナウイルス感染症の拡大により全国の学校
で休業措置が実施される中、1人1台端末の整備を、4ヵ年かけて実施予定で
あったGIGAスクール構想を今年度中に実施するよう通達があったことから、急

遽前倒しする事となった。
もともと今年度中に実施予
定だった校内LAN整備と、
かねてから懸案であった教
職員の働き方改革を推進
すべく、ソリトンシステムズの
セキュリティソリューション

を導入した。
瀬戸内市教育委員会 総務学務課 総括主幹の木村正徳氏は、これまでの経

緯を次のように語る。
「瀬戸内市では1人1台端末整備については慎重な姿勢でした。教育効果や費用
対効果の観点でのエビデンスも明確でないこともあり、予算化への検討を慎重に

続けていました。これまで当市では、設備よりも学習の中身をいかに充実させる
かという面に力点を置いて活動してきました。市内の学校に独自の助成を行い
『瀬戸内市次世代型教育事業』として道徳教育、外国語、ICT活用、現在で
は保幼小の連携や長欠不登校に対する各校園における研究を支援したり、複数
の子どもたちによる協同学習に軸足を置いてきました。しかし、学校休業という
緊急時において、ICT活用により全ての子どもたちの学びを保障できる環境を
早急に実現することが必要となり、急ぎ検討を進めました。」

木村氏と共にこのプロジェ
クトを推進した瀬戸内市教
育委員会 総務学務課 主
事 堀田瑠留氏も「当初計
画から大きく前倒しにな
り、市長部局など関係各
署との予算調整などに追

われました。」と、その苦労を語る。
さらに瀬戸内市は、この機会に懸案であった教職員の働き方改革に対する整
備も同時に検討する。その理由を「働き方改革が叫ばれる以前から、介護や
育児、遠距離通勤などと仕事の両立に苦労している先生方に対して、一般の企
業のように場所に縛られずに業務できる環境を提供したい、という思いがずっと
ありました。これまでも事務作業の効率化などさまざまな取り組みを行って来ま
したが、学校でしか業務できない点は解消できずにいたのです。今回のシステム
導入にあたり、テレワークの実現はもう一つの大きなテーマでした。」と話す。

瀬戸内市ではさまざまな提案を受けた中から、ソリトンシステムズのソリューショ
ンを選択。GIGAスクール向け校内LANの整備としてはオールインワン認証アプラ
イアンスの「NetAttest EPS」（電子証明書）、DHCP/DNSサーバ「NetAttest 
D3」（DHCP払い出し）、教職員のテレワーク環境として画面転送方式「Soliton 
SecureDesktop」、ICT環境整備ではファイル受け渡し専用アプライアンス
「FileZen」、端末の二要素（顔）認証ソフトウェア「SmartOn ID」、さらにイン
ターネット分離として「Soliton SecureBrowser/Soliton SecureGateway」を
採用した。
瀬戸内市教育委員会がソリトンを選定した理由について「これなら、GIGA
スクールに向けたネットワーク環境整備とテレワーク環境整備が実現すると
いう確実性が決め手でした。デモを見て、分離環境でも遠隔からでも機微
なデータを持ち出しせずに円滑に操作する事ができ、端末の安全を保つ顔
認証、さらに同じ岡山県内の教育委員会での導入実績など、ソリトンはすべ
てが揃っていました。」と話す。
中でも特にこだわったのが操作性です、と木村氏は次のように話す。
「あくまでもICTは一人ひとりの子どもに向き合う時間を確保し、効果的な
教育活動を行うためのもの。我々は三層分離環境でのファイルのやり取り
の面倒さを経験していますので、先生方には少しでも扱いやすく、業務効
率化につながるものを、と考えました。テレワーク用のパソコン端末に顔認
証を採用し、認証サーバーを各学校への個別配置ではなく、センター集約
構成にしたのも、先生方に余計な負荷をかけることなく業務を効率化し、教
育活動に専念してもらいたいという思いからです。」
同市では教職員用に校務系と指導用のパソコン端末も整備。テレワーク

のシステム導入は改めて、情報セキュリティへの意識改革につながると木村
氏は期待する。

「これまでデータ持ち出しに活用してきたUSBメモリよりも、パスワードと顔の
二要素認証のパソコン端末の方が安全性を担保できますし、先生方がテレワーク
環境でデジタルデータ持ち出しにおける承認プロセス、ICTによる制御などを経験
することで、これまで日々の業務の中で行われて来た機微なデータの取り扱い
への意識も、さらに高まると期待しています。」

2020年9月から新システム環境の実運用が開始される瀬戸内市では、効果を
見ながら現在は限定しているリモートからの利用者数を拡大していくことも今後
検討していきたいとのこと。木村氏は「もちろん学校内で仕事が完了することが
基本ですが、先に述べた育児や介護などの事情がある先生方が学校の外でも業務
できることで、現場発で新しい働き方へのアイデアや教育への取り組みが生まれ
て、それを瀬戸内市から他の市町に発信していければ。」と期待する。また、今回
のシステムは市役所職員の働き方改革における期待からも注目されているとの
ことだ。
最後に、いま教育現場に求められる環境整備のあり方と、ソリトンへの期待を

こう語った。
「安定した運用とは単にシステムの安定稼働だけではなく、先生方を含めて皆が
安定して教育に活用できること。ネットワーク強靭化とGIGAスクール構想の
実現は、場合によってはごっちゃに考えがちですが、新しい環境で新しい学びを
生み出すという本来の目的を見失わず、それぞれを整理して捉えることが重要だ
と考えます。学びと働き方の両方がこれまでになく大きく変化する中で、ソリトン
はこちらのニーズを真摯に捉えて、定期的に訪問を重ねて丁寧に仕事してい
ただけました。常に教育について真剣に考えてくれていることが伝わりました
し、システムだけでなく、人として任せられる、一緒に歩いて行けると感じて
います。これからも新しい学びの共創に、期待しています。」

確実性、操作性、実績と「すべてが揃った」
ソリトンのソリューションを選定

新たな環境による新たな学びと働き方の
現場発アイデアの創出と発信に期待

教職員自宅（テレワーク）

学校（職員室）瀬戸内市教育委員会

A小学校

アクセス
ポイント

未許可端末
接続不可
未許可端末
接続不可

B小学校 C中学校

校務用端末
( デジタル証明書あり）

学習用兼持ち出し用端末
（デジタル証明書あり）

画面転送による操作のため
データの持ち出しは無し

株式会社ソリトンシステムズ
〒 160-0022　東京都新宿区新宿 2-4-3
TEL 03-5360-3811　netsales@soliton.co.jp
大阪営業所 06-7167-8881 福岡営業所 092-263-0400
名古屋営業所 052-217-9091 東北営業所 022-716-0766
札幌営業所 011-242-6111

https://www.soliton.co.jp/

※掲載されている社名および製品名は、各社の商標または登録商標です。 

このカタログは 2020 年 9月現在のものです。仕様、デザインは予告なく変更することがあります。 Edu_CS_setouchi_2009A
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導入ポイント
❶ 教育情報セキュリティポリシーガイドラインに則したシステム作り
❷ 児童・生徒が利用するタブレット端末を安全に利用できる無線LAN環境の構築
❸ 利便性を損ねないシステムに更改し、教員の利用が浸透

奈良市教育委員会  様

中核市である奈良市には、小・中学校あわせて６４校がある。2009年5月
には「奈良市教育ビジョン」策定。その中でICTを活用した教育の推進を決
め、整備を進めてきた。そうした中で同市教育委員会では、2010年のシステ
ム稼動から時間が経過し耐用年数が迫ってきたこと、さらに2017年に文部
科学省が公表した「教育情報セキュリティポリシーガイドライン」に則った環
境にするため、システムの抜本的な見直しを行うことを決めた。
ICT活用においては費用対効果を示すことが難しく、予算確保に苦慮する

自治体は少なくない。中
核市でもある同市では、
どのようにして莫大な予
算を確保したのだろうか。
そのポイントについて今
回のプロジェクトを担当
した奈良市教育委員会事
務局 学校教育部 学校教

育課 情報教育係 係長 谷正友氏が教えてくれた。
「平成27年度のころから今回のプロジェクトを総合計画に位置づけ、平成
28年度の当初から年間を通じて具体的な企画と検討を行いました。細部ま
で綿密に協議し、なぜ今必要なのか、どういう意味を持つのかといった点を
関係各所に理解いただき、調整を行なった結果だと思います」

また、同市ではICT教育への取り組みとして、平成26年度から教育ICT活
用実証モデル校を指定し、小学4年生以上の児童・生徒一人につき、一台の
タブレット端末が利用できる環境を整えるというものを行っている。こうした
取り組みを通して、ICTを活用した授業の手ごたえを教職員が実感できたこ
とも大きかったそうだ。
「タブレット端末を最大限に利用するには無線LANの環境が必要ですし、
無線LANを安全に利用するには情報セキュリティが必要ですよねと。どれも
必要不可欠な要素ですということは特に丁寧に説明しましたね」（同市教育
委員会事務局 学校教育部 学校教育課 情報教育係 指導主事 應田博司氏）

谷氏とともに今回のプロジェクトの中心メンバーとして関わった應田氏。
應田氏は現場の教員から選ばれる指導主事だ。更改前のシステムを、教員と
して利用していた印象を次のように語った。
「使いにくいなという印象でした。というのも、データにアクセスするのに
90秒もかかっていたんです（笑）。教員は時間割に合わせて分刻みで行動す
るので、使い勝手が良くシームレスに利用できるシステムだといいなと思って
いました」
当時のシステムは、教育系と校務系をそれぞれ分離しながら、成績処理を
行うためのネットワークを別に設けるという、画期的な環境だった。しかし、
授業や部活などの合間の限られた時間内に校務を行うことを求められる教

職現場での利用を拡大するには、利便性をさらに高める必要があると感じた
という。これに加えてタブレット端末などを安心して活用できるよう、無線
LANへの接続を考慮した情報セキュリティ対策も講じることとした。以上の
経緯から、同市教育委員会では「教育情報セキュリティポリシーガイドライ
ン」で挙げられている数ある対策項目の中で「校務系と教育系の分離」「校務
系におけるインターネット分離」「無線ネットワークのセキュリティ」の３項目
に主軸を置き、システム更改を行うこととした。

要件を満たす製品として、同市教育委員会ではソリトンシステムズの
多要素認証ソフトウェア「SmartOn ID」、オールインワン認証アプラ
イアンス「NetAttest EPS」、VPN不要のセキュアブラウザ「Soliton 
SecureBrowser/Sol iton SecureGateway」の３製品の導入を決
めた。SmartOn IDでID/ パスワードとICカードを組み合わせた二要素認証を
行い、校務系端末へのログイン時のセキュリティを強化。校務系端末でインタ
ーネットを参照する場合は、Soliton SecureBrowserを専用ブラウザとして利
用することでひとつの端末で校務系と校務情報系を分離できる環境を整えた。
さらに、無線LANを利用する際のセキュリティ対策としてNetAttest EPSで発
行した電子証明書を利用し、許可していない端末がネットワークへ接続するこ
とを防ぐ仕組みを実現。これら全ての機器は同市の教育センター内に設置され
ている。
「Soliton SecureBrowserを提案していただいたときに、これは良いなと
思いました。同製品であれば、教員用の端末１台で校務系と校務情報系を分
離できます。できるだけ利便性を損なわずにネットワーク分離を行いたい、予
算も抑えたいという要件にぴったりでした。セキュリティレベルを一定の水準
に保つことで、インシデントに巻き込まれる危険性から教員を守ることができ
る仕組みを実現できたということは大きなメリットだと思います。ブラウザを
閉じればデータが端末に残らないという使い勝手の良さも、忙しい教育現場

所在地：奈良県奈良市二条大路南
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情報セキュリティ強化と利便性の向上を実現
ガイドラインに沿ったシステム更改を支えるソリューション

学校数：64校(201９年１月現在)

教職員数：約2,000人(201９年１月現在)

中核市

のニーズに合っていると感じましたね」（谷氏）
各学校がSoliton SecureBrowseを介してインターネットを利用する場

合、情報政策課所轄の地域イントラネットを通じて接続する。接続する際に
は、FW（ファイアウォール）やフィルタリングによる分離（制限）も実施している。
NetAttest EPSについても、許可していない端末を排除できているなど効

果を実感しているそうだ。1000箇所ほど設置しているアクセスポイントの接続
状況を限られた人数で把握するというのは難しい。NetAttest EPS を利用す
ることで電子証明を持たない端末を確実に、しかも負担なく排除することがで
きるという安心感は非常に大きいと語ってくれた。SmartOn IDに関しては、IC
カードという教員にも馴染みやすい要素で認証を行えるということで、現場か
らの印象も上々だという。今後は、用途拡大なども視野に入れたいそうだ。

「システムを変えるということに対して厳しい反応をいただくこともありまし
た。しかし、各学校への訪問や説明会を通して、新しいシステムは安全にスト
レスなく業務を行なってもらうための仕組みだと説明し、理解を得てきまし
た。実際に使ってみると製品の使い勝手もよく利便性があまり損なわれない
ということで教員の方々の中でも利用が広がっていると思います。今回のシス

テム更改にあたり、先生
方も情報セキュリティをさ
らに意識するようになり
ました」（應田氏）

同市教育委員会では、今後もICTを活用して新たな時代に応じた教育環
境を整えていきたいと強い意欲を示した。

奈良県北部に位置する。同県の県庁所在地でもある奈良市

は、奈良県の総面積の約 7.5％を占める276.84 ㎢という広さ
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された。平城京として栄えた当時の建物や美術品などが数多く

現存し、国内外問わず人気の観光地となっている。
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データにアクセスするのに９０秒も
教員にとって、利用しづらいシステムだった
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